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再生可能エネルギーの優先的な給電等に関する意見書 

 

電力の供給が需要を上回ると見込まれる場合に発電を一時的に止めさせる、再生

可能エネルギーの出力抑制が急増している。経済産業省によると、２０２３年度の再

生可能エネルギーの出力抑制電力量は、全国で１７億 ６，０００ 万キロワット時

に達する見通しであり、前年度の３倍以上に上る。これは約４１万世帯の年間消費電

力が無駄に捨てられたことになり、電力料金に換算すると 545 億円の社会的損失とな

る。 

とりわけ、太陽光発電が特に普及・拡大してきた九州では、最近の電力料金値上

げなどの影響で電力需要が低下し、２０２３年には再生可能エネルギーの出力抑制が

１４４ 回も実施された。 

また、東京電力でも、これまで実施していなかった再生可能エネルギーの出力抑

制に向けて手続が進められている。 

太陽光発電と風力発電の出力抑制については、無制限・無補償で実施されること

から、発電設備所有者には大きな不利益となる。そのため、設備投資にブレーキが掛

かり、再生可能エネルギーの普及が大きく阻害されることは明らかである。電力需給

バランスを調整するデマンドレスポンスなどの取組を着実に推進するとともに、出力

抑制の運用を見直す必要がある。 

２０２３年の国連気候変動枠組条約第２８回締約国会議(ＣＯＰ２８)において、

２０３０年までに再生可能エネルギー発電の設備容量を３倍にするという誓約に、日

本政府は１２０か国以上の締約国と共に賛同した。しかし、再生可能エネルギーの出

力抑制を続ける限り、この誓約の実現は極めて困難であると言わざるを得ない。 

よって、政府に対し、次の事項を実現するよう強く要請する。 

 

１．再生可能エネルギーの給電を最優先とすることを明確に義務付け、廃止に向かう

べき石炭火力発電や原子力発電を更に抑制するよう優先給電ルールを見直すこと。 

２．ＣＯＰ２８において日本政府が賛同した、再生可能エネルギー発電の設備容量を

３倍とする誓約を実現するための具体的な見通しを明らかにすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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